大阪府条例第　　　号

大阪府安全なまちづくり条例の一部を改正する条例

　大阪府安全なまちづくり条例（平成十四年大阪府条例第一号）の一部を次のように改正する。

　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。

	改正後
	改正前

	安全に安心して暮らせることは、府民全ての願いである。また、安全なまちの実現は、大阪が内外の多くの人々が交流する活力と魅力あふれる国際都市として発展していくための基盤でもある。

これまで、我が国においては、諸外国と比較して犯罪発生率が低く、安全で良好な社会秩序が保たれていた。しかしながら、社会の匿名性の増大や住民の連帯意識の希薄化などを背景に、大都市特有の様々な問題と密接に関連して、府域において犯罪の発生件数は急激に増加し、その内容も凶悪化しており、府民生活に重大な影響を及ぼしかねない深刻な事態に至っている。

安全なまちの実現は、一朝にして成るものではない。私たち一人ひとりが危機意識をしっかりと持ち、警察その他の行政のみならず、事業者、ボランティアその他全ての府民が一体となって、良好な地域社会の形成など安全なまちづくりに関する取組を展開することが不可欠である。

犯罪による被害を防止することはもちろん、犯罪を発生させない環境づくりを行うことを基本に、私たち一人ひとりが安全なまちの実現のためたゆまぬ努力を傾けることを決意し、この条例を制定する。
（府の責務）

第二条　（略）

２　府は、安全なまちづくりを推進する上で市町村が果たす役割の重要性に鑑み、市町村が安全なまちづくりに関する施策を実施しようとする場合には、技術的な助言その他の必要な支援の措置を講ずるものとする。
３　（略）
（学校等における幼児、児童、生徒等の安全の確保）
第七条　幼稚園、小学校、中学校、義務教育学校、高等学校、中等教育学校、特別支援学校、高等専門学校及び専修学校の高等課程並びに各種学校のうち主として外国人の幼児、児童、生徒等に対して教育を行うもの（以下これらを「学校」という。）並びに児童福祉施設を設置し、又は管理する者は、学校及び児童福祉施設（以下「学校等」という。）の施設内において、幼児、児童、生徒等の安全を確保するよう努めるものとする。
（ピッキング用具の有償譲渡等の禁止等）
第二十条　何人も、次に掲げる場合を除いては、

ピッキング（鍵以外の物を鍵穴に差し込んで、当該錠前を損傷、破壊その他その本来の機能を損なうことなく解錠を行うことをいう。以
下同じ。）に使用される針状、EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(かぎ),鉤)状その他特殊な形状の金属（これと同程度の硬度を有するものを含む。）製の器具（以下「ピッキング用具」という。）の有償による譲渡又はピッキングの仕方の有償による教授（以下「ピッキング用具の有償譲渡等」という。）をしてはならない。
一　錠前業者（主として錠前の製造、販売、

取付け若しくは解錠又は合い鍵の作成若しくは販売を業として行う者をいう。以下同じ。）又は錠前技術者の養成を業とする者が、他の錠前業者又は錠前業者に常時使用される従業員に対してピッキング用具の有償譲渡等を行う場合

二　（略）

２―４　（略）

第二十四条　次の各号のいずれかに該当する者は、十万円以下の罰金に処する。
一・二　（略）
	安全に安心して暮らせることは、府民すべての願いである。また、安全なまちの実現は、大阪が内外の多くの人々が交流する活力と魅力あふれる国際都市として発展していくための基盤でもある。

これまで、わが国においては、諸外国と比較して犯罪発生率が低く、安全で良好な社会秩序が保たれていた。しかしながら、社会の匿名性の増大や住民の連帯意識の希薄化などを背景に、大都市特有の様々な問題と密接に関連して、府域において犯罪の発生件数は急激に増加し、その内容も凶悪化しており、府民生活に重大な影響を及ぼしかねない深刻な事態に至っている。

安全なまちの実現は、一朝にして成るものではない。私たち一人ひとりが危機意識をしっかりと持ち、警察その他の行政のみならず、事業者、ボランティアその他すべての府民が一体となって、良好な地域社会の形成など安全なまちづくりに関する取組を展開することが不可欠である。

犯罪による被害を防止することはもちろん、犯罪を発生させない環境づくりを行うことを基本に、私たち一人ひとりが安全なまちの実現のためたゆまぬ努力を傾けることを決意し、この条例を制定する。
（府の責務）

第二条　（略）

２　府は、安全なまちづくりを推進する上で市町村が果たす役割の重要性にかんがみ、市町村が安全なまちづくりに関する施策を実施しようとする場合には、技術的な助言その他の必要な支援の措置を講ずるものとする。
３　（略）
（学校等における幼児、児童、生徒等の安全の確保）
第七条　幼稚園、小学校、中学校、高等学校、中等教育学校、特別支援学校、高等専門学校及び専修学校の高等課程並びに各種学校のうち主として外国人の幼児、児童、生徒等に対して教育を行うもの（以下これらを「学校」という。）並びに児童福祉施設を設置し、又は管理する者は、学校及び児童福祉施設（以下「学校等」という。）の施設内において、幼児、児童、生徒等の安全を確保するよう努めるものとする。
（ピッキング用具の有償譲渡等の禁止等）
第二十条　何人も、次に掲げる場合を除いては、

ピッキング（EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(かぎ),鍵)以外の物をEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(かぎ),鍵)穴に差し込んで、当該錠前を損傷、破壊その他その本来の機能を損なうことなく解錠を行うことをいう。以
下同じ。）に使用される針状、EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(かぎ),鉤)状その他特殊な形状の金属（これと同程度の硬度を有するものを含む。）製の器具（以下「ピッキング用具」という。）の有償による譲渡又はピッキングの仕方の有償による教授（以下「ピッキング用具の有償譲渡等」という。）をしてはならない。
一　錠前業者（主として錠前の製造、販売、
取付け若しくは解錠又は合いEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(かぎ),鍵)の作成若しくは販売を業として行う者をいう。以下同じ。）又は錠前技術者の養成を業とする者が、他の錠前業者又は錠前業者に常時使用される従業員に対してピッキング用具の有償譲渡等を行う場合
二　（略）

２―４　（略）

第二十四条　次の各号の一に該当する者は、十万円以下の罰金に処する。
一・二　（略）

	
	


附　則
　この条例は、平成二十八年四月一日から施行する。
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